
令和８年度長野県公共事業評価について 

１ 公共事業評価の目的 

県が実施する国庫補助事業（交付金を含む）及び県単独事業（以下「公共事業」という。）につ

いて、事業着手前から完了後までの各段階において、公共事業評価を実施し、評価結果等を公表す

ることにより、公共事業の一層の効率化、重点化を図るとともに、その実施過程の透明性を向上さ

せることを目的とする。 

２ 公共事業評価の種類 

●新規評価

新たに事業に着手しようとする箇所について、事業実施の妥当性及び着手の優先度の視点から

評価を行い、事業採択の判断に活用するもの。 

●再 評 価

事業採択後一定の期間を経過した後も未着工の箇所、事業採択後長期間が経過している箇所、

事業費が著しく増加する箇所等について、事業の進捗状況、社会経済情勢等の変化等の視点から

評価を行い、必要に応じ事業の見直し等を行うもの。

●事後評価

事業完了後一定の期間を経過した箇所について、事業効果の発現状況などの評価を行い、同種

事業の計画・調査のあり方等に反映させるもの。

３ 公共事業評価の概念図 
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■ 新規評価の実施フロー

○対象 総事業費 10 億円以上

                      全ての事業種類について概ね5年に1回 

        

■ 再評価の実施フロー

               

意 見 

新規要望箇所のとりまとめ（各事業課） 

各部局公共事業評価委員会等 
（再評価素案の作成） 

各部局公共事業評価委員会 

長野県公共事業評価監視委員会 
・新規評価案の審議

各事業課で、対象事業の見直し 
（再評価素案の作成、中止箇所の検討も含め）  

意見聴取 

長野県公共事業評価委員会 
（再評価対応方針案の作成・対応方針案の決定） 

意見聴取 

評価の視点 

○事業実施の妥当性

○事業着手の優先度

意 見 

評価の視点 

・事業の進捗状況

・事業を巡る社会経済情勢等の変化

・事業採択時の費用対効果分析

（Ｂ／Ｃ）の要因の変化 

・残事業の費用便益の分析

・コスト縮減や代替案等の可能性

・地元の意向

・歴史的背景

・社会的背景

・環境・景観に対する配慮

・地域住民に対する配慮

・災害（人命）に対する評価

・財政

長野県公共事業評価委員会 
（新規評価案の作成・評価案の決定） 

長野県公共事業評価監視委員会 
・再評価案の審議

（前年度） 継続調査 
（再評価箇所の選定） 

新規評価案の作成（各部局） 

長野県公共事業評価委員会 
（新規評価の決定） 

長野県公共事業評価委員会 
（再評価対応方針の決定） 
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■ 事後評価の実施フロー

意 見 

事業完了 

対象事業抽出（政策評価室） 

各部局公共事業評価委員会 

長野県公共事業評価監視委員会 

・事後評価案の妥当性の検証

意見聴取 

評価の視点 

○事業効果の発現状況

○事業実施に伴う自然環境・生活

環境等の変化

○施設の維持管理状況

○地域住民等の評価

○事業の主たる目的以外での地域

社会への貢献状況

○改善措置の必要性

○今後の取組み及び同種事業への

活用と課題

長野県公共事業評価委員会 
（事後評価案の作成・評価案の決定） 

事後評価案の作成（各部局） 

長野県公共事業評価委員会 
（事後評価の決定） 
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　　実施スケジュール

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 備考

第１回
7/14

第２回

○意見具申

開　催　日

意見具申  11月上旬

各部局公共事業評価委員会

長野県公共事業評価委員会

・詳細審議箇所の抽出

長野県公共事業評価監視委員会

予算編成への活用

開 催 内 容

第１回 ７月30日

・意見書の提出

・審議（２回）

・新規評価、再評価、事後評価対象箇所に係る意見聴取

10月中下旬

第２回

第３回

８月20日

９月中下旬

第４回 ・新規評価、再評価、事後評価に係る意見書のとりまとめ

・令和８年度公共事業（新規評価、再評価、事後評価）対象箇所の説明

■ 公共事業評価のスケジュール（案）

■ 長野県公共事業評価監視委員会 スケジュ－ル
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物価上昇に伴う資材費及び労務費の増額

■ 前回評価（令和3年度新規評価）後の残工事費 C=10,000百万円に対して、令和3年を基準（1.0）とした上昇率を

各年度の資材費及び労務費に乗じ、物価高騰相当額を算定

備 考
合 計

（百万円）
増 額

（百万円）
上 昇 率
（％）

前回評価時点の
残工事費
（百万円）

年 度

測設のみ0
0110.00資材：

Ｒ４
0１０２．１0労務：

測設のみ0
0１２３．１0資材：

Ｒ５
0１０９．３0労務：

工事着手63
49１３０．１163資材：

Ｒ６
14１１５．６89労務：

94
71１３５．３202資材：

Ｒ７
23１２０．７113労務：

3,001
2,1581３５．６6,061資材：

Ｒ８以降
843１２５．０3,372労務：

3,158
2,278-6,426資材：

小 計
880-3,574労務：

3,15810,000合 計

【出典】

資材費 ： 一般財団法人 経済調査会ホームページ（建設資材価格指数）

※令和３年を基準とした長野地区における資材価格の上昇率を採用

労務費 ： 長野県公共工事実施設計労務単価

※令和３年を基準とした主要12職種の長野県単価の平均上昇率を採用
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【資材費及び労務費の推移】

資材費 労務費

前回評価 今回評価

【各年度の増額内訳】

≒ 32億円の増

R8年度以降は現在の
物価が推移すると想定
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